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1．はじめに
　リカー・ドウの差額地代論にかんしては，パシネッティ以来，さまざまな数理的な定式化
が試みられてきた1）。ところが，パシネッティは，限界生産力逓減を仮定した新古典派の
安直な生産関数を利用して分析をすすめたために，土地の品質の差異という根本的要因を，
事実上，地代論に組み入れることに失敗し，きわめて平板的な分析に終始している。これ
を批判した森嶋のモデルでさえも，土地の品質の差異を明示的に認めた多部門経済を対象
にした分析といった意味では，パシネッティの難点を克服したかにおもえるが，基本的に
はリカードウ体系を「限界的」手法にもとづいて「一般均衡」の観点からとらえなおして
いる点からみて，とてもリカードウ地代論を忠実に定式化しているとはおもえない2）。そ
もそも，レオンティェフ体系において差額地代論を定式化するさいには，「限界的」手法
を適用するために必要な生産関数の微分可能性や，極値条件を保証するために必要とされ
る限界生産力の逓減といった特殊な仮定は，いっさい，必要ではない。
　そこで，本稿では，レオンティェフ体系と価値体系とのあいだに成立する双対性に注目
して，新古典派流の生産関数にかんする特殊な仮定や「限界的」手法を排除した，労働価
値タームで表現したリカードウ差額地代論の数理的な解明をおこなう。以下では，土地が
占有されているために，利潤率の均等化を要請する資本どうしの競争によっては耕地間の
生産性の格差が解消せず，その結果，優等地に出現する超過利潤が地代のかたちで土地所
有者に支払われることが，価値タームで，示される。あわせて，各商品の労働価値を決定
する価値体系には，差額地代がゼロであるいわゆる限界地の生産条件だけが反映されるこ
と，いいかえれば，商品にふくまれる労働価値を決定するさいに地代はなんら積極的な役
割をはたさず，逆に，耕地間の生産性の格差を，このようにして定まった労働価値で評価
したものが，労働価値タームで表現された地代にほかならないことが，あきらかにされる。
1）パシネッティ［9］，［10］参照。
2）森嶋［4］参照。
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2．双対性と均衡定理
　一般に，線形計画の最小化問題
　　　　　　min　c¢　s．　t．．4∫≧わ，∫≧0
と最大化問題
　　　　　　max　〃ゐ　s．　t．〃盛≦¢，〃≧0
とのあいだには，前者の制約式に左から〃を，また後者のそれには右から澱をかければ，
それぞれの問題の制約条件をみたす実行可能解どうしのあいだに
　　　　　　α艀≧ψ
が成立するので，もし，
　　　　　　αr＊＝雲1＊ゐ
をみたす実行可能解かとががともに存在するときには，任意の実行可能解κと〃にた
いして，それぞれ，
　　　　　　cτ≧霊1ゐ＊＝c■：＊，
　　　　　　ψ＊＝ατ＊≧〃ゐ
が成り立ち，これらの解ガ，ガは，それぞれの問題の最適解であることがわかる。さら
に，このような目的関数の値が一致するという条件は，最適解がみたすべき必要条件であ
ることもよく知られており，一般に，つぎの双対性定理が成り立つ。
　双対性定理　最大化問題と最小化問題とがともに実行可能解をもてば，それらの問題を
みたすそれぞれの最適解が存在し，それらの目的関数の値は一致する。また，いずれかの
問題が実行可能でないときには，どちらの問題も最適解をもたない3）。
　このように，目的関数の値が一致するという条件は，最適解であるための必要十分条件
であるが，この条件は，
　　　　　　αr＊＝ガ・4∬＊＝〃＊ゐ
を意味するので，
　　　　　　（c一〃＊ノDτ＊＝0＝〃＊（盆が一δ）
が成立する。成分表示すれば，この式は，
　　　　　　め　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
　　　　　　Σ（・ヶ一〃＊。めがゴー。一Σ〃＊、（4ゴーの
　　　　　　ゴ＝1　　　　　　　　　　　　　　　‘＝1
であるが，総和にあらわれる各項は非負であるから，けっきょく，すべての添数盛，ブに
3）ゲール［1］第1章，あるいは，ランカスター［3］第3章参照。
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ついて，
（cゴーかぜ“j∬＊ゴ＝0＝び＊ゴ（五躍＊一∂ゴ）
という条件と同値である。ただし，記号．4ゴ，孟，は，それぞれ，行列のAの第ブ列べクト
ルと第ゼ行ベクトルをあらわし，また，そのほかに添数がついた記号は，対応するベクト
ルの成分を意味する。したがって，つぎに示す均衡定理が成立する。
　均衡定理　線形計画問題の実行可能解が最適解であるための必要十分条件は，
寒声＊〉∂f　⇒　〃＊‘＝0
〃＊ぜく。ゴ⇒　∫＊ゴ＝0
がすべての添数歪，ブについて成り立つことである4）。
　なお，この定理の条件は，対偶のかたちで，
〃＊ゴ＞0　⇒　∠4声＊＝δf
∫＊S＞0⇒　〃＊ガ＝今
　と表現してもよい。
　それでは，このような均衡定理の経済的意味を，産業連関分析の用語に翻訳してみよう。
投入係数行列と産出行列を，それぞれ，記号、4＃，がであらわし，また，α＃。，κ＃，f，ひ
を，順に，労働投入係数，産出量，最終需要，労働価値を意味するベクトルとしよう。た
だし，技術の選択を想定していない単純なレオンティェフ体系と異なって，同じ種類の生
産物を産出する複数の代替的な工程の存在を認めるため，これら2つの行列は正方行列で
はなく，列のサイズπは行のサイズ〃3より大きいものとする。なお，結合生産は考慮さ
れていないため，産出行列の各列の成分には，かならず1がひとつ，そしてひとつのみ存
在し，残りの成分はすべて0であるものとしよう。また，この体系の存立を保証するため
に，投入係数行列の勉次小行列のなかに生産的なものが存在すると仮定する5）。したがっ
て，産出行列の各行には，数値1が，かならずひとつ以上存在する。すなわち，投入係数
行列孟＃の第ゴ列と労働投入係数ベクトルα＃。の第ブ成分とを，それぞれ，記号．4＃ゴ，α＃。ゴ
であらわせば，この経済の生産活動は，第ブ番目の活動
　　　　　　〔説〉げ
を代表元とする，η個の活動から構成されているわけである。ここで，記号4は，第づ番
目の成分だけが1で，それ以外の成分はすべて0であるような勉次回ベクトルである。
このベクトルは，産出行列Fの第ブ列に相当する。そうすると，このような活動を操業
4）ゲール［1］第1章，あるいは，ランカスター［3］第3章参照。
5）すなわち，行列五＃の祝次小行列五で，
　　　　　（1一14）κ＞0
をみたす非負ベクトルκをもつものが存在すると仮定する。ここで，記号1は単位行列をあらわす。
二階堂［8］第H章，あるいは，永田［5］，［6］，［7］参照。
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度κ＃ノの水準で実施した結果の総和が，経済全体の生産活動をあらわすので，この経済で
は，物的投入ノ1触＃と労働投入α＃。κ＃の成果として，生産物κ＃が産みだされている。
　いま，最小の労働投入で，所望の正の最終需要f＞0を産みだすために必要となる産出
量ベクトルを探しだす線形計画問題
minα＃。♂st（1辞一4騨）♂≧∫♂≧0
をかんがえよう。そうすると，これに双対な最大化問題は，
maxげ　鼠t・（1しめ≦α㌔・≧0
になる。これらの最適解が，それぞれ，技術の選択を認めたときの産出量体系の解と，そ
の双対としての価値体系のそれとに相当する。投入係数行列五＃にかんする仮定から，あ
きらかに，前者の問題には実行可能解が存在する。いっぽう，ひ＝0は後者の実行可能解
のひとつである。したがって，これらふたつの問題は，ともに，実行可能解をもつので，
双対性定理により，どちらの問題にも最適解が存在することがわかる。いいかえれば，産
出量体系も価値体系も，どちらも，その解の存在が保証される。なお，これらの問題に共
通にあらわれる係数行列”一五＃は，この経済を構成する生産活動を一覧表のかたちで記
述するものであるから，投入産出行列とよばれることがある。
　さらに，均衡定理を利用すれば，最適解の必要十分条件は，
（11一4＃f）♂〉ゐ　⇒　鶏＝α
ひ（1彬一A悔）＜α㌔⇒　湾＝o
になるが，このうち，前者は，所望される数量より多く産出された生産物の労働価値はゼ
ロと評価されることをあらわす。いっぽう，後者は，かりに生産活動をおこなったばあい，
生産物に体化されたものとして，あらたに発生する労働価値の純額が，その生産のために
投下されるべき労働量を下まわるときには，この活動は不利であると判断され，じっさい
は操業されないことを意味する。なお，この定理を対偶のかたちで表現すれば，
”f＞0⇒　（11一盆㌔）♂＝弄，
魂＞o⇒　o（∬悔＿ノ豪邸）一α㌔
であるから，正の労働価値をもつ商品は，ちょうど過不足なく所望量だけ生産されるのに
たいして，じっさいに正の数量で生産される商品は，その生産にともなって発生した労働
価値の純額が，直接投下された労働量に等しいように評価されている。
3．等式制約のもとでの均衡定理
　前節の結果を利用すれば，等式制約のもとでは，均衡定理を，より簡単な形式であらわ
せることがわかる。等式制約をともなう最小化問題
min　c¢　s．　t．　Z1τ＝わ，謬≧0
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をかんがえよう。はじめに，この問題に双対な最大化問題を求めよう。この問題の制約式
は，
　　　　　　L云〕¢≧Ll〕
という制約不等式に書きなおすことができるので，これに双対な最大化問題は，
　　　　　　…［1　2〃〃］〔一1〕st［〃］Ll〕≦嬬［〃］≧・
になる。ところが，任意の非負ベクトルどうしの差ガール2は，任意の，かならずしも非
負ではない，ベクトル〃に置き換えることができるので6），けっきょく，双対問題は，非
負制約がつかない最大化問題
　　　　　　max　ψ　S．　t。勲4≦C
に帰着する。
　そうすると，これらの問題の実行可能解どうしのあいだには，
　　　　　　ατ≧卸4∫＝〃ゐ
が成立するので，最適解であることを判定するためには，この式の前半部分が等式として
成立するか否かを検討すればよいことがわかる。その結果，このケースでは，均衡定理は，
　　　　　　〃＊かくら　⇒　∫＊ゴ＝o
あるいは，その対偶である
　　　　　　∫＊ゴ＞o　⇒　〃＊ぜ＝傷
という条件の成立だけを確認しさえずればよい。
4．線形計画の基本定理と基底解
　いま，彿×π型の係数行列をともなう連立一一次方程式
　　　　　　孟τ篇ゐ
6）非負のガ，かにたいして，その差〃＝〃1一〃2は，かならずしも非負ではないベクトルになる。
いっぽう，任意のベクトル〃にたいして，
　　彰し一州1器1祷一｛鴇至1雅1
　と定義すれば，霧＝〃1一〃2，〃1≧0，彩2≧0として表現できる。
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をかんがえよう。ただし，π≧彿とし，また，行列五のランクは祝であるとする。行列
のランクが勉より小さいときには，方程式をみたす解が存在しないか，または，方程式
のなかに余分な式がふくまれていることを意味するので，この仮定は，議論を限定する性
格のものではない。このとき，係数行列のなかから鵤個の一次独立な列を選びだすこと
ができるので，定数ベクトルδは，これらの列の一次結合のかたちで表現される7）。いい
かえれば，これら以外の列に対応する変数をゼロとすることによって，この連立方程式は
解をもつことがわかる。このように，一次独立な彿個の列を選んで，それ以外のπ一彿
個の列に対応する変数をすべてゼロとしたときの，連立一次方程式の解を基底解とよぶ。
また，このとき，変数κの成分は，それが，選ばれた一次独立な列に対応するか，それ
とも，それ以外の列に属するのかに応じて，それぞれ，基底変数あるいは非基底変数に分
類される8）。
　それでは，つぎに，これらの結果を，等式制約をともなう最適化問題
min　α謬　s，　t．ノ監τ＝わ，τ≧0
に適用しよう。はじめに，この問題が，実行可能解をもつならば，実行可能基底解ももっ
ことがわかる。じっさい，このとき，実行可能解の正の成分の概数全体の集合を」とすれ
ば，
Σぜ紛一ゐ
ゴ∈ノ
が成立するので，係数行列のランクが物であることとあわせれば，1に属するベクトルが
一次独立なときには，必要があれば係数行列のなかから適当な列べクトルを追加すること
により，実行可能基底解が得られることは，あきらかである。いっぽう，それらが一次従
属なケースでは，つぎのような手順にしたがって，実行可能基底解を得る。すなわち，こ
れらのベクトルの一次従属性から，必要があれば両辺に一1をかけて，
Σ二一〇
ゴ∈ノ
しかも，すくなくともひとつの係数が正になるようにできる。そこで，そのような正の係
数全体の集合をSとし，
θ一 ｬ｛τ、／sゴ｝
と定義すれば；
Σガ（鰐一θ動）一わ，
ゴ∈ノ
かつ，すべてのブ∈∫にかんして
7）一般に，〃3＋1個の祝次ベクトルは一次従属である。ゲール［1］第2章参照。
8）坂和［12］第2章参照。
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　　　　　　鰐一θsゴ≧0
しかも，そのなかで，かならずひとつは等号が成立するので，
　　　　　　笏一｛∵幽幽
として定義されるベクトル麗も，ふたたび，実行可能解になり，しかも，このあらたな
実行可能解の正の成分の数は，もとのそれと比べて，かならずひとつは減っている。した
がって，このようなプロセスをくりかえすことにより，最終的には，正の成分には一次独
立な係数ベクトルだけが対応するので，けっきょく，これも一次独立なケースに帰着し，
実行可能基底解を得る。
　つぎに，このような実行可能解と実行可能基底解とのあいだに成立するものと類似した
関係が，最適解と最適基底解とのあいだにも成立する。すなわち，問題に最適解が存在す
るときには，基底解のなかにもこの問題の最適解が存在する。じっさい，最適解をκ＊と
し，その正の成分に対応する添数全体の集合をノとするとき，この集合に対応する係数ベ
クトルが一次独立なときには，すでに最適基底解が得られている。いっぽう，それらが一
次従属なときには，さきに述べたように，あたえられた最適解から実行可能基底解ガを
つくりだすことができるが，じつは，これが最適解にもなる。というのは，最適解κ＊と
双対問題の最適解かにたいして9），均衡定理から，
ブ∈ノ⇒〃＊ガーの
が成立するので，実行可能基底解をつくりだすルールから，
　　　　　　がゴ＞0　⇒　ブ∈1
であることとあわせて，けっきょく，条件
　　　　　　がゴ＞o　⇒　彩＊ガ＝ら
がみたされることになり，ふたたび均衡定理を適用すれば，がが最適解であることがわ
かるからである10）。
　これらの結果をまとめれば，つぎに示す線形計画の基本定理を得る。
　線形計画の基本定理　線形計画問題に最適解が存在すれば，基底解のなかにもこの問題
の最適解が存在する。
9）一般に，線形計画問題に最適解が存在すれば，その双対問題にも最適解が存在する。二階堂
［8］第m章参照。
10）この証明はゲールの方法にしたがったが，ガス［2］では，実行可能解全体がつくる集合の有界
　性を仮定したうえで，凸多面体の性質を利用して，すべての実行可能解が実行可能基底解の凸結合
　としてあらわせることから，より簡単な証明を試みている。ゲール［1］第3章，ならびに，ガス
　［2］第3章参照。また，凸多面体の定義やその性質については，坂和［12］第4章も参照。
26 レオンティェフ体系における差額地代と労働価値
5．技術の選択と代替定理
　第2節で紹介した，レオンティェフ体系にかんする最小化問題は，所望の正の最終需要
を達成するために，この経済の総投下労働量を最小化しようという意味で，いちばん効率
的な生産技術を選択する問題として解釈できる。このとき，要求される最終需要がどのよ
うな水準であろうとも，選択される生産技術は変わらないことを意味するのが，代替定理
である。この定理は，その性質から，非代替定理とよばれることもあり，レオンティェフ
体系の投入係数の固定的性格を妥当化するものとして，ひろく，知られている。
　はじめに，レオンティェフ体系では，最小化問題の不等号は，じつは，等号に置き換え
てもよいことを示そう。この問題は，
　・　　　＃　＃
　　　　　　S．t．α0∬mln （1＃一4＃）♂≧∫　♂≧0
であるが，これに線形計画の基本定理を適用するために，この問題を等式の形式で表現し
なおそう。そのためには，要求される最終需要を超えて，必要以上に生産された超過数量
をあらわす非負ベクトルzを，あらたに，
z＝（∬＃＿∠4＃）♂一∫
と定義したうえで，制約式を
（1＃＿ノ監＃）♂一9＝！
という等式に変形しさえずればよい。この変数zを余裕変数とよぶことがある11）。そうす
ると，はじめの問題は，
min　α＃o♂　s．　t．　（1＃一盆＃）∫鉾一z＝∫　♂≧0，　z≧0
あるいは，
m繭］〔ご〕st［1＃＿．4＃＿1］〔ご〕一∫ご〕≧・
という等式制約をともなう最小化問題として，いいかえることができる。ここで，行列
一1は，勉次の単位行列にマイナスの符号をつけたものである。なお，第2節で想定され
た投入係数行列にかんする仮定から，これらの問題の係数行列［が一、4＃　一1］のランク
が祝であることは，あきらかであろう。この行列を，便宜上，拡大された投入産出行列
とよぼう。
　そこで，第2節で示されたように，この問題には最適解が存在するので，線形計画の基
本定理を適用すれば，拡大された投入産出行列［が一∠4＃一1］に対応する基底解のなか
から，最適解を選ぶことができる。すなわち，この行列のなかから一次独立な物心の列
を選んで，それ以外のη一〃z個の列に対応する非基底変数をゼロとしたときの解のなかか
ら，最適解は見つけだせる。ところが，じつは，最適化のためには，余裕変数zを基底変
11）坂和［12］第2章参照。
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数として採用する必要はなく，その結果，必然的に，もとの投入産出行列∬＃一．4＃に対応
する変数κ＃だけ検討しさえずればよいのである。というのも，余裕変数に対応する係数
行列一1の符号はマイナスであり，しかも，もとの投入産出行列鮮一二＃を構i成する各工
程には副産物が産出されないため，正の最終需要fを生みだすためには，かならず，それ
ぞれの生産物を産出する，たがいにことなる，魏個の工程を正の水準で操業しないとい
けないからである。いいかえれば，実行可能基底解を得るためには，もとの係数行列のな
かから・一次独立な彿個の工程を稼働しないといけないので，基底変数どして余裕変数を
採用するわけにはいかないのである。
　これまでの議論の結果，けっきょく，産業連関分析にかんする最小化問題は，
minα＃。♂st（1＃一め♂一∫♂≧0
に帰着する12）。そこで，つぎに，この等式制約のもとでの最小化問題に均衡定理を適用し
て，代替定理を導出しよう。代替定理は，要求される最終需要ベクトルがどのように変化
しようとも，選択される生産技術は変わらないことを意味する。これを証明するために，
はじめに，当初，正の最終需要f1を産出するために選ばれた基底の回数全体がつくる集
合をノとし，それに対応する最適基底解を記号κ＃1であらわそう。そうすると，基底解の
定義により，集合ノに属しない工程の産出量はゼロであるが，レオンティェフ体系では，
さらに，この集合に属する工程のそれは，かならず，正になることもいえる。というのも，
この体系では，結合生産が認められていないために，正の最終需要をもたらすためには，
かならず，それぞれことなる生産物を産出する田面の工程を，正の水準で操業しないと
いけないからである。したがって，この体系では，基底解を構成する変数が基底変数であ
ることと，それがプラスの値をもつこととは同値である。すなわち，
ブ∈1⇔♂1ゴ＞o
が成立する。
　このとき，等式制約のもとでの均衡定理を適用すれば，線形計画の基本定理の証明と同
様の手順で，代替定理を証明できる。じっさい，最終需要f1のもとでベクトルκ＃1が最
適であるから，双対問題の最適解をひとするとき，均衡条件
∫磐1S＞o⇒　ひ（∬＃ゴ＿盆＃ゴ）一α＃。ゴ
が成り立つ。いっぽう，ベクトルκ担が実行可能基底解であることから，このとき選ば
れた基底がつくる小行列は生産的である。したがって，任意の非負の最終需要にたいして，
この小行列に対応する非負解が存在する13）。いいかえれば，はじめに選ばれた技術をその
まま採用しさえずれば，どのような最終需要ベクトルが要求されようとも，生産活動に破
12）ゲール［1］やランカスター［3］では，産業連関分析の最小化問題は，はじめから，このよう
　な等式制約のかたちで定式化されている。ゲール［1］第9章，ならびに，ランカスター［3］第
　6章参照。なお，代替定理の証明にはいくつかのバリエーションが存在するが，以下に示す証明は，
　ゲールの方法による。
13）ゲール［3］，二階堂［8］，または，塩沢［13］参照。また，永田［5］，［6］，［7］もみよ。
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綻は生じない。しかも，つぎに示すように，じつは，このとき最終需要ベクトルがどのよ
うに変動しようとも，はじめに選ばれた技術は，その後もずっと最適性を保持するのであ
る。
　いま，要求される最終需要水準がf2＞0に変化したとしよう。また，このとき，はじ
めに採用された技術を利用した実行可能基底解をκ＃2とする。そうすると，このあらた
な解の基底数の添数全体の集合は，それをつくりだすルールから，あきらかに，もとの最
適基底解のそれノに一致する。したがって，ここでも，
ブ∈1⇔τ＃2ブ＞o
が成立するので，
♂2ゴ＞0⇒　τ＃1ノ＞0
になる。そこで，この式と，はじめの解の最適性を判定する均衡条件とをあわせれば，けっ
きょく，
♂㌧＞o⇒　ひ（∬韓ゴ＿z監辞ゴ）＝α㌔ゴ
が得られるが，じつは，これは，あらたな実行可能基底解κ＃2が最適であることを示す
均衡条件にほかならない。
　なお，前節の結果から，一般に，最適化問題に実行可能解が存在すれば，実行可能基底
解も存在するので，レオンティェフ体系では，実行可能解の存在は，生産的な投入係数小
行列の存在を保証する。したがって，第2節で想定した投入係数行列にかんする仮定は，
単純に，実行可能解の存在に置き換えることができる。
　これらの結果を総合して，つぎの諸定理を得る。
　最適解の存在定理　産業連関分析にかんする最小化問題
min　α＃oτ＃s．　t　（∬＃＿ノ霊＃）♂≧∫　：r＃≧0
に実行可能解が存在すれば，この問題には最適解が存在し，しかも，この問題で等号を成
立させたときの実行可能基底解のなかから，最適解を選ぶことができる。いいかえれば，
経済で表明される欲求が生産技術にみあうものであるかぎり，この経済を構成するすべて
の工程のなかから，魏個の独立した活動を適当に選びだすことにより，最小の労力で，
しかも，過剰生産することもなく，必要となる最終需要をみたすことが可能である。
　代替定理　いったん，最適なものとして採用された鋭個の活動は，たとえ，必要であ
ると表明される最終需要水準がどのように変動しようとも，最適なままにとどまり，ほか
の生産方法を採用する必要はない。
6．生産技術の選択とレオンティェフ体系
　いま，農業と工業という，ふたつの産業から構成される経済を考察しよう。ただし，こ
の経済では，工業ではただひとつの技術が存在するのにたいして，農業には，土地に品質
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の差異があるため，ふたつの工程が並存するものとする。すなわち，農業をあらわす列番
号と農産物を意味する行番号を添数1であらわし，この産業に並存するふたつの工程を上
付添数で区別すれば，この経済には，
　　　　　　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　［；：iiト〔1｝〔；：iiト〔1〕
という，ふたつの農法が並立している。いっぽう，工業の生産技術は，
　　　　　　［ll：ト〔！〕
　　　　　　α02
として表現される。ここで，添数2は，それが行番号かあるいは列番号かに応じて，それ
ぞれ，工業製品または工業を意味する。また，添数0は，労働を意味する番号である。
　そうすると，この経済は，
　　　　　　一一自
　　　　　　　　　　　　　　　　　¢2
　　　　　　　鼠t〔∴綬〕［1〕≧〔1｝
　　　　　　　　　　［1］≧［i］
というかたちの最小化問題に直面することになる。前節までの結果によれば，この問題の
最適解は，実行可能基底解のなかから選びだせるので，農業部門では，上付添数1であら
わされる第1番目の生産方法が採用されるとしよう。そうすると，代替定理によれば，要
求される最終需要の値がどのように変動しようとも，最適化のためには，選択される技術
を変更する必要は，なんら，生じないので，このままでは，けっして，第2番目の農法が
採用されることはない。いいかえれば，最終需要水準いかんにかかわらず，はじめに採用
された農法が，つねに有利である。
　いっぽう，この問題に双対な最大化問題は，どうなるであろうか。複数の代替的な工程
の存在を認めない単純なレオンティェフ・モデルにくらべて，係数行列の列のサイズはひ
とつ増えるが，行のサイズはもとのままであるため，双対問題にあらわれる労働価値ベク
トルもまた同じものになる。いいかえれば，たとえ，ひとつの生産物を産出するために，
複数の生産技術が存在しようとも，それ自体は，けっして，生産物の種類を拡大する性格
のものではないから，それぞれの商品に直接あるいは間接に体化された労働量を意味する，
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労働価値ベクトルのサイズにも変動はない。したがって，双対問題は，
…圃［1〕
＆t圃〔蜘∴譜11』㌃〕≦嘱1偽・］・
［”1”2］≧［00］
になる。なお，前節で述べたように，一般に，最適状態では，レオンティェフ体系にかん
する最小化問題の制約式は等号で成立するので，その双対変数である価値ベクトルは正に
なる。また，最適状態ではん2、＝0であることに注意すれば，双方の最適解どうしのあい
だに，
　　　　　　　囲〔1〕一囲〔認：11三1：：〕〔宏〕
　　　　　　　　　　　　　　一［　1α01　α02］じ〕
が成り立ち，単純なレオンティェフ体系の結果そのものに帰着するので，複数の代替的な
生産技術の存在そのものは，この体系には，なんら，あらたな局面を切り開くものではな
い。なお，上式を，経済学的に解釈すれば，
最終需要の労働価値＝純生産物の労働価値＝この経済の投下労働量
になる。
7．レオンティェフ体系と差額地代
　前節では，複数の代替的な生産技術の存在そのものは，それ自体では，レオンティェフ
体系に，実質上，なんら，あらたな要因を導入することができないことが示された。した
がって，このままでは，とくに，農業部門に生じる差額地代を説明することにも失敗して
しまう。そうすると，農業部門に差額地代を発生させる，根本的な要因は，いったい，な
んであろうか。そこで，差額地代論を整備した開祖のひとりである，リカードウに登場し
てもらおう。
　　「未専有の，したがってまた，その耕作を望む者なら誰でも自由にできる豊富な分量
　　の土地が存在する場合には，誰も土地の使用にたいして支払わないだろう’4）。」
さらに，
　　「土地の使用にたいして地代がつねに支払われるのは，もっぱらその量が無限でなく，
14）リカードウ［11］訳書上巻105ページ。
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　　質が均一でないからであり，人口の増加につれて，質が劣悪であるか，位置が不便な
　　土地が，耕作されるようになるからである15）。」
　はじめの引用文は，土地に所有権が設定されてなく，しかも利用可能な土地自体が広大
なために，だれでも，望むとおりに耕作が認められるときには，だれにとっても，耕地の
利用にたいして対価を支払う誘因も，またその必要も，ないことを示す。この論理を敷減
すれば，たとえ，所有権が主張されている土地であっても，穀物需要をみたすためには，
その耕作の必要がないような地力の低い土地では，土地利用の対価としての地代が生じえ
ないことがわかる。じっさい，リカードウも，
　　「需要の増加がなければ，…　資本を土地に投下する動機は存在しえない16）」
と述べている。したがって，あたえられた穀物需要をみたすには，もっぱら，優等地の耕
作にたよるだけでよいときには，劣等地を耕作する誘因が存在しないのであるから，現在
耕作されている耕地どうしには，実質上，差異は生じず，さらに，優等地自体にもまだ余
裕があるから，どの農業資本家にも，とくに，土地所有者にプレミアムを支払ってまでも，
他の耕地の耕作へ乗り換える誘因は生じない。さらに，後者が前者にプレミアムの支払い
を要求するときには，まだ余裕がある他の優等地へ乗り換えても，耕作条件は変わらない
のであるから，そのような土地所有者がわのたくらみは，一般に，成功しない。これが，
前節で，複数の代替的な農法の存在を認めたにもかかわらず，けっきょくのところ，単純
なレオンティェフ・モデルと変わらない結論しか導けなかった，決定的な要因である。土
地利用の制限がないか，または，穀物需要をみたすためには，とくに，劣等地を耕作する
必要に迫られていないときには，だれも，好きこのんで劣等地の耕作を企図するものはい
ない。したがって，このようなケースでは，もっぱら，優等地のみが利用され，単純なレ
オンティェフ・モデルに帰着するのである。そして，もちろん，このときに，優等地を利
用するためのプレミアムは支払われない。
　なお，2番目の引用文によれば，土地の品質に差異がないときには，農業資本家にとっ
て，どの土地を借りて耕作しようとも条件は同一になり，その結果，この経済は，土地の
品質の差異に起因する代替的な農法が存在しない，単純なレオンティェフ・モデルそのも
のになるから，当然，そこには，地代とよばれる，あらたな所得形態が介入する余地はな
い。また，この引用文の後半部分は，つぎのように解釈できる。すなわち，人山増加につ
れて増大する穀物需要が，優等地における穀物供給能力の制限というボトルネックにつき
あたるときには，優等地の耕作だけでは欲求をみたすことはできず，地力の劣る劣等地の
耕作までが余儀なくされる。その結果，このままでは，優等地と劣等地とのあいだの地力
の差異に起因する収穫量の格差が，超過利潤のかたちで，優等地の耕作者がわに有利に生
じるので，劣等地の耕作者は，借地料を支払ってまでも，競って，優等地の所有者に耕作
の申し入れをするであろう。そうすると，既存の優等地の耕作者たちも，安閑としている
ことはできずに，既耕地で耕作をつづけるためには，耕地利用権の対価を地主に支払うこ
とに同意せざるをえない。このような競争の結果，けっきょく，耕地間の収穫量の格差に
相当するぶんの収入が，地代のかたちで，優等地の地主に帰属することになる。というの
15）リカードウ［11］訳書上巻106ペー・ジ。
16）リカードウ［11］訳書上巻120ページ。
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も，そうすることによって，はじめて，優等地であれ，劣等地であれ，すべての耕地の耕
作者が，同一額の純収入を得ることになるからである。と同時に，このとき，農産物の労
働価値を規定する穀物の生産条件は，優等地のそれから劣等地のそれへと，シフトするこ
とになる。なぜなら，かりに，優等地の生産条件が農産物の労働価値を規定すると仮定す
れば，劣等地から収穫された農産物は，じっさいに投下された労働量にみたない労働価値
をもつのとしか評価されないからである。
　以上の議論から，レオンティェフ体系に地代を導入するには，耕地間の地質の差異にも
とつく生産性の格差のほかに，優等地における物理的な供給制限が想定されないといけな
い。そこで，優等地における穀物供給量の上限を記号81であらわせば，このような生産
量の物理的な制約は，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　∫1≦s
という，あらたな制約式として登場する。おなじく，劣等；地にも供給制限を想定し，上付
添数2で区別しよう。このとき，レオンティェフ体系にともなう最小化問題は，これらの
制約式を追加して，
　　　　　　一一［1］
S．t．
［
〔
1一α11
一α1
Q1
－1
　0
∬1
P
∬2
P
1一α211－012
　　一α211一αゴ2
0
一1
］≧［1］
1］畦｝
　　　　　　　　　　　∫2　　　0
というかたちで定式化される。この問題は，前節で検討した問題に，それぞれの等級の耕
地における穀物供給量の制限をあらわす，あらたな制約式を追加したものにすぎない。だ
から，この問題の実行可能解全体がつくる集合は，もとの問題のそれの部分集合である。
したがって，もとの最適解が，あらたな問題において実行可能であるかぎり，それは後者
においても最適なままにとどまる。いいかえれば，追加された制約式が有効でなければ，
この問題は，はじめの問題に帰着する。このことは，優等地の耕作状況に余裕があるとき
には，優等地だけが利用されることを意味する。そうすると，この，あらたな問題が，特
別の意義をもつのは，追加された制約式に効力が生じ，それが等式として成立するケース
にかぎられる。すなわち，優等地の供給能力を超えて農産物が需要されるときに，はじめ
て，土地の品質の差異は，実質上，この経済に有効な影響をあたえる。
　それでは，このあらたな問題の双対としての，最大化問題はどうなるであろうか。最小
化の問題の制約式が，ふたつ，追加されたのに対応して，双対問題にも，それと同数の，
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あらたな，変数が導入されないといけないので，この追加される変数を，それぞれ，記号
ガ，ガであらわそう。そうすると，双対問題は，
max
S．t．
1－0211一α12
　　昭211一α22
　0　　　　0
一1
［　　　　　　　　1　　　2”1　”2　24　　π］≧［0000］
0
］≦［一一
になる。さきの最小化問題において，優等地が豊富なときには，追加された制約式はふた
つとも有効でないために，均衡定理から，双対問題で追加された，ふたつの変数は，とも
に，ゼロになり，その結果，前節で述べたように，この問題は，単純な労働価値方程式に
帰着する。したがって，労働価値ベクトルは，このときの限界地である優等地の生産技術
と，工業部門のそれとの連立方程式にしたがって，決定される。そして，このとき，どの
土地にも差額地代は発生しない。この事実は，追加された双対変数ガ，π2が，ともに，
ゼロの値をとることに対応している。
　これにたいして，穀物需要が増大した結果，優等地の耕作だけにたよっては需要をみた
すことができないときには，劣等地にまで耕作が進行する結果，優等地の供給制約式が，
等式のかたちで，成立することになる。そうすると，有効でないものは，劣等地の供給制
約式だけであるから，それに対応する双対変数ガは，ゼロになる。それでは，優等地で
は，事情はどうなるであろうか。優等：地では，じつは，双対変数ガの値は劣等地の生産
条件に依存する。というのも，このケースでは，主問題である最小化問題がわの変数は，
すべて，正になるので，均衡定理により，双対問題にあらわれる3本の不等式は，いずれ
も，等号で成り立たないといけない。ところが，ω2＝0であることを考慮すれば，この
連立方程式の解を構成する労働価値ベクトルは，事実上，もっぱら，このときの限界地で
ある劣等地の生産条件をあらわす方程式と，工業部門のそれとから，連立方程式
　　　　　　囲一［端1α・日〔畷11歌1〕
にしたがって決定されることになり，その結果，双対問題では，優等地がわの生産条件に
対応する方程式からは，双対変数ガだけが，こうして定まった価値ベクトルを利用して，
π童＝”i（1一α111）一”2α重21一α董01
という方程式にしたがって，定められることになるからである。このような双対変数ガ
は，限界地としての劣等地の生産条件を反映した労働価値ベクトルで評価された，優等地
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の純生産物の価値が，じっさいに投下された労働量とくらべて，どれだけ過大評価された
かを，生産物1単位あたりの量で表現した額を意味するが，この部分は，資本主義のもと
では，資本間の競争の結果，地主に帰属せざるをえないので，労働価値タームで表現され
た，生産物1単位あたりの地代を意味するものといえよう。商品経済が一般化した資本主
義経済のもとでは，その生産のためにがかったコストがどのように相違しようとも，同一
の品質をもつ生産物は，おなじ値段で売買されるという，一物一価のルールが，ひろく，
適用されるので，商品価値を決定する生産条件が劣等地に依存するときには，優等地の生
産物には，有利な評価がなされるわけである。
　このように，レオンティェフ体系では，労働価値を決定するさいに，地代は，なんら，
積極的な役割をはたさず，むしろ，反対に，優等地に生じる生産上の優位性を，地代が生
じない劣等地の生産条件から決定される労働価値で評価したものが，価値タームで表現さ
れ地代にほかならない。なお，最適解にかんする均衡定理から，
刀1云＋〃，乃＝α。11∫11＋α。21∬21＋α。，∬，＋π1S1
すなわち，
　　　　　　最終需要の労働価値＝投下労働量＋価値タームの地代
が成り立つので，あたかも，地代は，労働とならぶ，価値の源泉であると即断しがちであ
るが，これまでの議論を注意深く検討してみれば，このことは，たんに，地代が，投下労
働量と比較したときの，過大評価部分に相当することを，示しているのにすぎないことが
わかるはずである。
8．おわりに
　これまでの議論から，レオンティェフ体系においては，労働価値の決定にさいして，地
代は，なんら積極的な役割を演じず，むしろ，その反対に，地代が生じえない劣等地の生
産条件を反映した労働価値によって，優等地の生産上のアドバンテージが評価されたもの
が，価値タームであらわされた地代にほかならないことが示された。このような結論は，
レオンティェフ体系と価値体系とのあいだに成立する双対性に注目して，導入されたもの
であるが，じっさいには，商品売買は価格タームでおこなわれ，そこには，資本の価値増
殖活動の基準となる利潤率が介入してくるはずであるから，ほんらい，地代を検討するに
は，スラッファ体系を導入すべきであろう。このような，支配労働タームによる地代論の
検討は，試訳にゆずることにしよう。
　なお，3等地以下の劣等地が存在したり，あるいは，多少地力が落ちても優等地に追加
投資をしたりするケースも，投入産出行列の列のサイズが拡大されるだけで，まったく，
これまでと同様な議論が成り立つ。したがって，最適化問題の一環としては，いわゆる，
差額地代の第一形態と第二形態とを，とくに，区別する必要はないようにおもわれる。
　また，生産条件の相違といった問題は，農業にかぎらず，ひろく，すべての産業に共通
に存在するものであり，じっさいに，それは，それぞれの産業内で，いわゆる特別剰余価
値を発生させる要因ではあるが，農業においてだけ，とくに，地代という，あらたな所得
長崎大学教育学部社会科学論叢　第51号 35
の形態が生じるのは，なぜであろうか。宇野によれば，それは，
　　「農業その他において利用せられる土地となると，資本の生産物たる生産手段の改良
　　によって排除せられることのない自然力によって超過利潤を形成することになり，そ
　　れは地代として固定される17）」
からである。特別剰余価値の形成についても，稿を改めて検討したい。
17）宇野［15］180ページ。
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